
事業所内保育事業における相互利用協定書

岡山県内市町村（以下「市町村」という。）においては，市町村内の一の市町村長に認可された事業所内保育事業の子ど

も・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）に基づく利用に関し，次のとおり相互利用協定を締結

する。

（目的）

第１条 市町村は，当該市町村内に認可された事業所内保育事業に係る他市町村に居住地を有する従業員等の利用につき，

本協定をもって，法第４３条第１項の規定による確認の手続を簡素化することにより，地域型保育事業の安定的な運営

及び地域における保育の発展に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この協定書において，「従業員等」とは，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第６条の３第１２項第１号イ，

ロ及びハに規定する事業主が雇用する労働者，事業主団体の構成員である事業主が雇用する労働者及び共済組合等の構

成員をいう。

（協定する事項）

第３条 市町村長は，市町村内の一の市町村長が児童福祉法第３４条の１５第２項に基づき認可した事業所内保育事業を

行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）について，当該事業所内保育事業所を認可市町村の区域外に居住地

を有する従業員等が利用するに当たり，事業所内保育事業所の所在地市町村長（以下「所在地市町村長」という。）と従

業員等が居住している市町村長（所在地市町村を除く。以下「居住地市町村長」という。）が確認に当たり必要とされる

法第４３条第４項ただし書に規定する同意を要しないことについて同意すること。

（みなし確認）

第４条 本協定により，法第４３条第５項に基づき，同条第１項の申請に係る事業所内保育事業所について，次の各号に

掲げるときは，それぞれ当該各号に定める時以降については，当該申請者について，居住地市町村長（被申請市町村長）

による確認があったものとみなすこと。

(1) 所在地市町村長が法第２９条第１項の確認をしたとき 当該確認がされた時

(2) 所在地市町村長による法第２９条第１項の確認がされているとき 被申請市町村長が当該事業所内保育事業を

行う者から申請を受けた時

（費用について）

第５条 事業所内保育事業所の所在地市町村に居住していない従業員等が当該事業所内保育事業を利用した際の費用につ

いては，所在地市町村の地域区分を適用し，居住地市町村が負担すること。

（利用者負担について）

第６条 当該事業所内保育事業所を利用する従業員等の利用者負担については，居住地市町村で定める額を適用すること。

（その他）

第７条 市町村内において，児童福祉法第６条の３第１２項第１号イ，ロ又はハに規定するその他の乳児若しくは幼児に

ついては，本協定とは別に改めて協議を行うものとする。

（疑義）

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは，協定市町村協議のうえ，解決する

ものとする。

この協定の証として本書を作成し，記名押印の上，各自１通を保有する。

附 則

この協定書は，締結日から施行し，平成２７年度の地域型保育給付の法第４３号第１項の申請に係る確

認から適用する。
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